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１.「観測」に資する施策の現状と研究への期待１.「観測」に資する施策の現状と研究への期待

現状

研究への
期待

• 気象庁は⽕⼭噴⽕予知連絡会（以下、予知連という。）が⽕⼭防災のために選定した監視・観測体制の
充実等の必要な５０の⽕⼭において、噴⽕警報等を適確に発表するために、地震計、傾斜計、空振計、
GNSS観測装置、監視カメラ等の⽕⼭観測施設を整備し、⼤学や研究機関等からのデータ提供も受け、⽕
⼭活動を２４時間体制で監視している。

• しかしながら、地下構造等の内部状態の把握が必ずしも⼗分でなく、これを反映した観測点配置となっていな
い。また、観測点の配置は電⼒や通信等のインフラの制約を受け、さらに過酷な設置環境下では、安定的・
継続的な観測が難しい。

• 噴⽕警報等の適確な発表に必要な観測データを確実に取得するため、⽕⼭特性を踏まえた、観測点の最適
化を実現するために有効となる観測技術の⾼度化・開発が必要である。

現状

研究への
期待

• 気象庁は、⽕⼭活動に異常が⾒られた場合には、⽕⼭機動観測班を緊急に派遣し、観測機器の設置や現
地での調査を実施するなど、観測体制を強化している。また、⼤学や研究機関等も同様に観測体制を強化
し、予知連に情報を提供している。

• しかしながら、⽕⼭活動に応じた機動観測を⾏う連携協⼒の体制は必ずしも⼗分でない。また、⽕⼝近傍等
の危険箇所での観測・調査のための⽴ち⼊りが困難な場合がある。

• 噴⽕警報等の適確な発表に必要な観測データを確実に取得するため、⽕⼭活動に応じた最適な機動観測
に有効な観測技術の⾼度化・開発が必要である。

常時観測

⽕⼭活動活発時の観測
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２.「観測」に資する施策の技術的課題と解決方法の検討２.「観測」に資する施策の技術的課題と解決方法の検討

• 技術動向検討グループでは[常時観測]と[火山活動活発時の観測]の技術的課題を整理し、解決に必要な時間ス
ケールに応じた研究目標と研究・技術開発のアプローチを検討。
 常時観測としては、噴火警報等の発表に必要な観測データを確実に把握することが重要であるが、技術的

課題として、火山特性に応じた最適な常時観測の実現と観測技術の高度化・開発が見いだされた。
 最終的に達成を目指す目標のアプローチである「関係機関の観測データの相互利用による体制強化」や「関

係機関の一元的な観測戦略の立案による体制強化」は、継続的な検討が重要である。

⽐較的短期
（5年程度）

• ⽕⼭体内部状態を踏まえた有効な観測点の項⽬・配置
計画の検討⼿法の構築

• ⽕⼝近傍などの過酷環境下での安定した観測⼿法の構
築

• ４９⽕⼭における⽕⼭体内部状態を踏まえた常時観測
点の項⽬・配置計画の作成

• 新たな観測⼿法による⾼精度なアレー観測技術の開発
• 効率的な観測のための観測機器の開発

研究⽬標

• 観測体制充実のための⽕⼭特性に応じた観測の最適化

具体的なアプローチ

• 地下構造調査が充実している⽕⼭における地下構造を
踏まえた有効な観測点の項⽬・配置の整理

• ⼤学や⺠間等が有する観測の情報・ノウハウの共有
• 既存技術を活⽤した観測データのノイズ低減⼿法の開発

• 地下構造調査による⽕⼭の特徴の分類

• 既設光ファイバーを活⽤した震動観測技術の開発
• 維持管理が容易な観測機器の開発
• 汎⽤品を活⽤した安価な観測機器の開発

• 関係機関の観測データの相互利⽤による体制強化
• 関係機関の⼀元的な観測戦略の⽴案による体制強化

中期
（10年程度）

最終的
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２.「観測」に資する施策の技術的課題と解決方法の検討２.「観測」に資する施策の技術的課題と解決方法の検討

• 技術動向検討グループでは[常時観測]と[火山活動活発時の観測]の技術的課題を整理し、解決に必要な時間ス
ケールに応じた研究目標と研究・技術開発のアプローチを検討。
 火山活動活発時の観測としては、前兆や異常を確実に捉えることが重要であるが、技術的課題として、火山

活動の高まりに応じた最適な機動観測の実現と観測技術の高度化・開発が見いだされた。
 最終的に達成を目指す目標のアプローチである「関係機関の観測データの相互利用による体制強化」や「関

係機関の一元的な観測戦略の立案による体制強化」は、継続的な検討が重要である。

⽐較的短期
（5年程度）

• ドローンを活⽤した危険箇所における観測

• 観測機器の開発による迅速なデータ収集

• 危険箇所における地上観測

• ⽕⼭活動の⾼まりに応じた臨時観測点の項⽬・配置計
画の作成

• 通信技術の⾼度化による迅速なデータ収集

研究⽬標

• 観測体制充実のための⽕⼭活動に応じた観測の最適化

具体的なアプローチ

• ドローンを活⽤した⽕⼭ガス・⽕⼭噴出物等の採取・観測
技術の⾼度化・開発

• 可搬性に優れた⼩型・軽量・低消費電⼒の観測機器の
開発

• 現場で即時的に分析可能な⽕⼭ガス観測装置の開発

• 現地の状況に応じた機動的な調査と観測点の修繕のた
めの⽕⼭探査ロボットの開発

• ⽕⼭活動に応じた有効な観測項⽬の整理

• 機動アレー観測データの連続リアルタイム伝送に必要な、
無線通信技術の開発

• 関係機関の観測データの相互利⽤による体制強化
• 関係機関の⼀元的な観測戦略の⽴案による体制強化

中期
（10年程度）

最終的
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３.「観測」に今後実施すべき施策・研究の方向性３.「観測」に今後実施すべき施策・研究の方向性

• 「観測」に資する施策等の実施に向けて、技術的課題を解決するため、以下の取組を推進することが重要である。
• 今後、関係機関は、文部科学省の次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト等で実施している研究もふまえ、課

題解決のために必要となる研究を推進するとともに、個々の機関では対応が難しい課題について、例えば観測
データの一元化共有や観測・調査のための技術開発は、連携して取り組むことが重要である。

• なお、「観測」に資する施策等の技術的課題とその解決方策については、必要に応じ、さらなる検討を行っていく必
要がある。

常時観測

⽕⼭活動
活発時の観測

• 気象庁による、迅速にデータを収集するための取組
• 気象庁や⼤学等による、観測・調査のための技術開発

今後に実施すべき施策・研究の⽅向性

• 気象庁による、地下構造調査結果等の最新の知⾒を踏まえた観測体制の充実のための取組
• 気象庁や⼤学等による、観測機器や観測技術の開発
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４.「観測」に資する施策・研究の充実のために、速やかに検討すべき事項４.「観測」に資する施策・研究の充実のために、速やかに検討すべき事項

現状

今後の
取組

• ⽕⼭活動活発時に関係機関が協⼒した⽕⼭観測、データ共有が重要であるが、これらの協⼒体制構築のた
めの事前調整は⼗分とはいえない。

• 活動活発時における観測に係る協⼒体制の構築については事前調整が重要である。
• 気象庁では、予知連において⽕⼭活動状況に応じた観測体制及び連携協⼒についてその都度議論を⾏って
きた。今後も引き続き事前調整も含めた関係機関との連携協⼒に取組む。

緊急時の協⼒体制の構築
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